（運用要項様式第２号）
［ 設 置 者，建 物 等 の 概 要 ］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　出店の趣旨 

２　大規模小売店舗設置者の連絡先等 

　(1) 設置者の連絡先及び電話番号・ＦＡＸ番号


  (2) ①周辺の生活環境保持の対応策の小売業者等への周知措置


      ②周辺の生活環境保持のための監督・管理責任者


３　法人にあっては登記事項証明書，個人にあってはその住民票の写し〔規則§４Ⅰ①〕


	  eq \o\ad(法人の場合,　　　　　　　　　　　　)
	 登記事項証明書

	  eq \o\ad(個人の場合,　　　　　　　　　　　　)
	  eq \o\ad(住民票の写し,　　　　　　　　　　　　　　)


４　小売業者一覧
	
	 eq \o\ad(小売業者名,　　　　　　　　　　　　)
	店舗面積
	業種・業態
	 eq \o\ad(主として販売する物品,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	核となる

小売業者
	
	
	
	

	その他の

小売業者
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(未定分,　　　　　　　　　　　　)
	
	
	




５　建物の位置及びその建物内の小売業を行うための店舗の用に供される部分の配置を示す図面　　　　　　　　〔規則§４Ⅰ③〕

 (1)　建物位置図　＜別途添付すること＞


　　　　　→　別添資料[添付図面について]参照
 (2)　周辺見取図　＜別途添付すること＞


　　　　　→　別添資料[添付図面について]参照
 (3)　建物配置図　＜別途添付すること＞


　　
　　　　　→　別添資料[添付図面について]参照
 (4)　各階平面図　＜別途添付すること＞


　　　　　→　別添資料[添付図面について]参照
６　店舗施設計画の概要 

 (1)  計画地の概要

　　①　敷地面積及び土地の所有形態


       （例）

	  eq \o\ad(建物敷地,　　　　　　　　　　)
	 　○，○○○㎡
	 自己所有予定
	

	 駐車場用地
	 　○，○○○㎡
	 賃貸借契約予定
	

	
	
	
	

	 合　　　計
	 　○，○○○㎡
	
	


　
　②　法令上の用途等


　　③　現在の利用状況

	 ・計画地の現在の土地利用形態を記載すること。

 　（注）農地の場合は転用の見込みを，工場等建物が現存する場合は，その所有関係（自己所有

 　　　　でない場合は確保の見通し）を示すこと。

	 （例）農地→（転用見込みを記載）

       工場・倉庫　等→自己所有予定（○年○月売買契約締結予定）

 　　　更地　　　　　　　　　等


 (2)  計画地周辺の概要

　　①　立地環境

	 ・計画地の周辺環境を具体的に記載すること。

   特に，既存の商業集積地への立地か，住宅地への立地かが明確にわかるように表現すること。

	 （例）都心商業業務地区　　　　　低層住宅地区

 　　　既成市街地商業業務地区　　郊外新興住宅地区

 　　　郊外新興商業地区　　　　　工場倉庫等集積地区　　等


　　②　隣接地の用途現況

　　　　＜別添　周辺見取図（住宅地図等の写しでも可）のとおり＞

	 ・計画地の周囲４方向の隣地（道路を隔てた隣地も含む。）の建物用途現況を図面に表示するこ

 　と。

	 （例）低層住宅・高層住宅・工場・事務所・商店・学校・病院　　等


　　③　基盤整備に関する事業の有無とその内容


　　④　街並みづくり計画の有無とその内容

	 ・計画地における街並みづくり計画の有無とその概要について具体的に記載すること。

	 （例）地区計画／建築協定／景観整備地区／パークアンドライド事業／車両乗り入れ禁止地区等


　　⑤　都市計画及び中心市街地活性化基本計画との関連性

	 ・計画地における都市計画及び中心市街地活性化基本計画の有無とその内容、関連性（整合）に

　ついて具体的に記載すること。

	 （注）都市計画の区域及び用途地域、中心市街地活性化基本計画における計画店舗の位置付け

（計画地が中心市街地活性化基本計画の区域内にある場合）などについて記載。


(3)  建築着工予定年月日及び完成予定年月日


　　①　建築着工予定年月日　　　　　　年　　月　　日

　　②　完成予定年月日　　　　　　　　年　　月　　日

 (4)  建物の構造及び規模

　　①　建物構造

	 ・２以上の棟に分かれる場合はそれぞれについて記載すること。

	 （例）鉄骨造・鉄筋コンクリート造

 　　　地下○階，地上○階，塔屋○階　　等


　　②　店舗面積の内訳


  　　イ　建築面積　　　　　　　㎡

  　　ロ　延べ面積　　　　　　　㎡

  　　ハ　各階ごとの店舗面積及び延べ面積等

　　　（例）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）

	
	店舗面積
	その他の施設
	 eq \o\ad(延べ面積,　　　　　　　　　　)

	
	
	
	

	２　Ｆ
	2,500
	
	3,000

	１　Ｆ
	2,500
	50
	3,000

	 　　  計
	6,000
	550
	8,000


 (5)  その他の施設計画と各施設面積　

　　（例）
	利用者層が同一の併設施設
	
	

	施　設　名
	営業面積
	営業時間

	①　飲食施設

　イ　中華

　ロ　ファーストフード
	　　　　　　　㎡
（　　　　　㎡）

（　　　　　㎡）
	○○：○○～○○：○○

	②　ゲームセンター
	　　　　　　　㎡
	○○：○○～○○：○○

	③　クリーニング店
	　　　　　　　㎡
	○○：○○～○○：○○

	④　映画館
	　　　　　　　㎡
	○○：○○～○○：○○

	
	
	

	　　　　　合　計
	　　　　　　　㎡
	



	利用者層が異なる併設施設
	
	
	

	施　設　名
	事業主体
	営業面積
	営業時間

	 ①　オフィス
	
	
	○○：○○～○○：○○

	 ②　住　宅
	
	　　　　　　　㎡
	○○：○○～○○：○○

	 ③　スポーツ施設
	
	　　　　　　　㎡
	

	 ④　文化施設

  イ　○○教室
	
	　　　　　　　㎡

（　　　　　㎡）
	

	 ⑤　ホテル (  )
	㈱○○○
	 
	○○：○○～○○：○○

	
	
	
	

	合　計
	
	　　　　　　　㎡
	



(6)  開店若しくは施設変更等の届出時に対応策の前提として調査・予測した結果と大きく乖離があり、対応が著しく不十分である場合の追加的対応方針　

	


８　その他（特記事項）

	









































 ・今回の出店計画の趣旨とともに，出店に際しアピールしたいことや周辺環境の配慮事項等をまと


 　めて記載すること。














 ・法人にあっては，部局名称も記載すること。


 ・担当者が複数の場合には，全て記載すること。














 （施設の管理規程や契約書等への明記等による措置を記載。規程・契約書があれば写しを添付）

















 （監督・管理責任(予定)者の所属名・職名・氏名を記入）

















 ・正本以外は写しで可。














 ・決定済の小売業者ごとに主として販売する物品の種類を記載すること。


 ・未定分については，予定業種があれば記載すること。


 ※業種・業態欄記載例


スーパーマーケット、ドラッグストア、コンビニエンスストア、百貨店、スーパーセンター、ディスカウントストア、１００円ショップ、衣料品店、薬局、携帯電話ショップ　等











 縮尺：１／２５，０００以上


 建物の位置及び周辺の幹線道路等の状況がわかる図面














 縮尺：１／２，５００以上


 隣接地の用途現況及び街づくり計画等の範囲がわかる図面














 縮尺：１／５００以上


 店舗の用に供する部分，その他の施設，駐車場（区画線含む）等の配置がわかる図面（駐車場、廃棄物及び荷さばき（屋内施設の場合、高さ含む）等については寸法も記載すること）

















 縮尺：１／５００以上


 各小売業者又は業態ごとに範囲を示した各階ごとの平面図














 ・敷地面積は合計面積とともに用途別に分けて記載すること。


 ・所有形態は自己所有及び借地の区分をすること。














 ・都市計画，農業振興地域整備計画，国土利用計画による制限等を記載すること。


   （市街化区域では用途区分（特別用途地区・高度地区・防火地域・駐車場整備地区・風致地区


 　等も含む）まで記載すること。）


 ・その他，建築にあたって法令上の制限等がある場合は，その旨を記載すること。


 　（注）店舗建設が法令上不可能な地域（例： 市街化調整区域，第１種低層住居専用地域，工


 　　　　業専用地域，農用地区域等）での計画は，関係課を含めて相談の上，提出すること。


         また，解除等の見通しのあるもの又は除外規定の対象となるものである場合は，その見


 　　　　通し及び作業日程，法令上の根拠，関係各機関の意見等これを証する書類の提示をする


 　　　　こと。


 ・５千分の１の「用途地域指定図」を添付すること。














 ・計画地における市街地再開発事業・土地区画整理事業等の基盤整備に関する事業の有無とその


 　概要について具体的に記載すること。

















 （注）店舗の変更届出の場合は，その変更に係る部分の工事について記載。














 ・建築面積及び延べ面積の定義は，建築基準法


 　によるものとする。














 ・　オフィス・マンション等，小売店舗とは利用者が独立して考えられる併設施設（以下，「利


 　用者層が異なる併設施設」という。）と飲食店，銀行ＡＴＭ，クリーニング，映画館，ボーリ


 　ング場，ゲームセンター，温浴施設等，小売店舗の集客に影響を与える蓋然性を有する併設施


 　設等（以下，「利用者層が同一の併設施設」）の区別をして，それぞれの面積の合計を記載す


 　ること。


 ・　別棟で設置されるものについても，その旨を表示して記載すること。


 ・　各施設の事業主体についても，可能であれば記載すること。














 ・届出書作成時点で分かっているもののみ


 　記載し，施設の区分については「業務施


 　設」「飲食施設」といった区分でも可。































































































































































































 ・届出書作成時点で分かっているもののみ記載し，施設の区分については「業務施設」「飲食施設」といった区分でも可。





























































































































































































































＜別　　添＞





































